



























権利の双方を保障していることがヨーロッパ人権裁判所の判例により確立している（Ždanoka v. Latvia ［GC］,
no.58278/00, judgmentof16March2006at［102］;Mathieu-Mohin and Clerfayt v. Belgium,no.9267/81,
judgmentof2March1987at［51］）。
（3） イギリスの選挙法では大別して 2 つの候補者概念が存在する。第一が 1983 年国民代表法 118A 条の定義する
候補者である。これは選挙運動費用の規制が候補者に適用される期間を明確にするために定められた規定で
あり，あくまでも選挙運動費用規制と関係する候補者概念である。そして，第二がそれ以外の候補者概念で








である 1983 年国民代表法（RepresentationofthePeopleAct1983,以下では「1983 年法」
とする）で規定されているわけではなく，むしろ 1983 年法以外の様々な制定法やコモン・
ローで定められていることが指摘できる。このことは，選挙権（投票資格）の要件が
1983 年法 1 条で明記されているのとは対照的である（6）。第二の特徴として，消極的要件
が豊富に存在することである。この点，選挙権の消極的要件は①有罪判決を受けて拘禁中

















（4） 指名書には候補者本人の完全な姓名及び住所を記載しなければならない（1983 年国民代表法附則 1 規則 6）。
希望する場合には候補者の所属する政党名を記載したり，無所属（Independent）などと記載することもで
きる（同規則 6 及び 6A）。また，指名書には提案者（proposer）及び賛同者（seconder）各 1 名の署名と，
これに同意する 8 名の署名が必要であり，これら全ての署名者が立候補する選挙区の選挙人名簿に登録され
ていなければならない（同規則 7）。なお，指名書を有効とするために，候補者本人の文書による同意も必要
となる（1 人の証人（witness）も必要）。この同意書には，候補者が 1975 年庶民院資格剥奪法の規定を認識し，
その欠格事由に該当しないと確信しているとの宣言を記載しなければならない（同規則 8）。
（5） 1983 年法附則 1 規則 9。なお，供託金は候補者の得票が全得票数の 20 分の 1 に達しなかった場合には没収
されるが（同規則 53），それ以外の場合は返還される。
（6） 選挙権の要件は，①選挙人名簿に登録されていること，②消極的要件（欠格事由）に該当しないこと，③国




格が剥奪されるかのいずれかで対処される（R.Blackburn,The Electoral System in Britain（Macmillan,
1995）p.159）。
（8） See,C.Morris,Parliamentary Elections, Representation and the Law （HartPublishing,2012）pp.52-56.
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権年齢の双方を 21 歳と定めた（10）。これ以降 21 歳という年齢要件が長く維持されたが，














たとえ 1695 年の法律によって候補者となることを阻まれている者がたった 1 人だけで
あったとしても，正当な憲法上の根拠が無ければそれは選挙プロセスへの不当な制約であ
るとし，その上で，21 歳で当選している実例があること（このことは 21 歳になるまで立
候補を待つよう強いられた人々が存在することを示唆する），年齢要件を改革することへ
（9） 地方選挙については，1972 年地方政府法（LocalGovernmentAct1972）の定めにより庶民院議員選挙とは
異なる要件も存在している （H.F.Rawlings,Law and the Electoral Process （Sweet&Maxwell,1988）p.
109）。












管理法によって候補者資格が 18 歳に引き下げられた。同時に，同法は，候補者資格を 21
歳と定めていた諸法律，すなわち 1695 年議会選挙法 7 条，1707 年選挙法（ElectionAct























（14） Explanatory Notes:Electoral Administration Actat［111］.
（15）See,SirD.NatzlerKCB,M.Hutton,M.Hamlyn,C.Lee,C.Mawson,K.Lawrence,C.Poyser&E.Samson（eds.）,
Erskine May’s Treatise on The Law, Privileges, Proceedings and Usage of Parliament （25thed.,LexisNexis,
2019）pp.29-41;A.W.Bradley,K.D.Ewing&C.J.S.Knight,Constitutional & Administrative Law（17thed.,
Pearson,2018）pp.174-177;ElectoralCommission,UK Parliamentary general election: Guidance for candidates 
and agents Part1 of 6-Can you stand for election? （2018）.
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（1）年齢
　積極的要件で見たように，候補者は 18 歳以上でなければならない。逆に言えば，18 歳




















訟がある（18）。BristolSouthEast選挙区選出の庶民院議員であった Benn は，1960 年 11
月 17 日に貴族である父親の死を受けてその爵位（ViscountStansgate）を相続した。こ












































（20） なお，Benn は同法による最初の爵位放棄者である。そして，1963 年 8 月 20 に実施された補欠選挙で当選し，
庶民院議員として復帰した。
（21） Modernising Parliament Reforming the House of Lords （Cm.4183,1999）,ch.5,para.15.
（22） 92 議席のうち 90 議席は世襲貴族の中から互選され，2 議席については紋章院総裁（EarlMarshal）と式部長
官（LordGreatChamberlain）で固定されている。
（23） Blackburn,supranote7,p.170.









































（26） ElectoralCommission, UK Parliamentary general election: Guidance for candidates and agents Part 1 of 6 – 






















　本法が制定された背景には，1981 年 4 月 9 日の庶民院補欠選挙において北アイルラン











（27） なお，選挙犯罪（electoraloffences）には①腐敗行為，②違法行為，③その他の選挙犯罪という 3 つの類型
が存在するが，欠格となるのは①又は②で有罪となった者である。
（28） 腐敗行為と違法行為の概略について，谷澤叙彦「英国下院の選挙制度（五）」選挙時報 53 巻 8=9 号（2004 年）
26-28 頁参照。
（29） LawCommission,Electoral Law: A Interim Report （2016）at［11.10］.
（30） Hirst v. the United Kingdom（no. 2）［GC］,no.74025/01,judgmentof6October2005.
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憲法の変動』（敬文堂，2016 年）375 頁以下，同「受刑者の選挙権保障――2000 年代のイギリスの動向を題
材として」早稲田法学会誌 62 巻 2 号（2012 年）45 頁以下，三宅孝之「イギリスにおける受刑者の選挙権―
―ヨーロッパ人権裁判所判決と改正法案」島大法学 58 巻 4 号（2015 年）67 頁以下等参照。
（32） Morris,supranote8,p.44.




































（37） In re MacManaway and In re The House of Commons （Clergy Disqualification） Act 1801 ［1951］A.C.161
































































































































































（53） 例えば，Blackburn は，選挙区代表をイギリスの選挙制度の重要な原理の 1 つとして挙げている（Blackburn,
supranote7,p.79）。また，Rawlings も地域代表の観念に言及している（Rawlings,supranote9,p.80）。
（54） Melnychenko v. Ukraine,no.17707/02,judgmentof19October2004at［57］.
（55） Morris,supranote8,pp.56-57.
―36―




















　そこで Morris は，可能な解決策の 1 つとしてニュージーランドの制度を紹介している。















調査 318 号（2011 年）122-126 頁，晴山一穂＝佐伯祐二＝榊原秀訓＝石村修＝阿部浩己＝清水敏「欧米諸国

























参議院議員選挙は 30 歳以上）である。また，公選法 11 条及び 11 条の 2 が消極的要件を







る国民主権の構造」ジュリスト 1340 号（2007 年）14 頁以下）もあるが，多数派の見解は――おそらく判例（最
大判 1968（昭和 43）年 12 月 4 日刑集 22 巻 13 号 1425 頁）の立場も――被選挙権を憲法 15 条で保障された
基本的人権と解している。
（62） 公選法 11 条の定める消極的要件は，①禁錮以上の刑に処せられその執行を終わるまでの者，②禁錮以上の
刑に処せられその執行を受けることがなくなるまでの者（執行猶予中の者を除く），③公職にある間に犯し
た収賄罪等により刑に処せられ，実刑期間経過後 10 年間（公選法 11 条の 2）を経過しない者又は刑の執行
猶予中の者，④法律で定めるところにより行われる選挙，投票及び国民審査に関する犯罪により禁錮以上の
































号，2001（平成 13）年 6 月 6 日）18 頁（遠藤和良（総務副大臣）））。なお，年齢について，「年齡というも
のが，なんと申しましても人間の思想の圓熟さ，分別經驗の程度というものを現わすものである」とする帝
国議会時代の政府答弁も存在する（『第九十一囘帝國議會衆議院　參議院議員選擧法案委員會議錄（速記）』（第
2 回，1946（昭和 21）年 12 月 21 日）6 頁（郡祐一（内務事務官）））。
（65） 主に地方議会に着目した論稿であるが，公務員の立候補制限の緩和を検討するものとして，出雲明子「公務
員の被選挙権・兼職に関する制限緩和の可能性――新たな議員の担い手と公務員の政治的中立性」東海大学


















千葉商大紀要　第 57 巻　第 2号（2019 年 11 月）
